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ロ．再処理施設の一般構造

(s) 通信連絡設備

通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備，所内データ伝送

設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備から構成する。 

再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，再処

理事業所内の各所の者への必要な操作，作業又は退避の指示等の連

絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声等により行

うことができる設備として，警報装置及び通信方式の多様性を確保

した所内通信連絡設備を設ける設計とする。 

また，緊急時対策所へ事故状態等の把握に必要なデータを伝送で

きる設備として，所内データ伝送設備を設ける設計とする。 

再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，国，

地方公共団体，その他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通信連絡

を音声等により行うことができる設備として，所外通信連絡設備を

設ける設計とする。 

また，再処理事業所内から事業所外の緊急時対策支援システム

（ＥＲＳＳ）へ必要なデータを伝送できる設備として，所外データ

伝送設備を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，有線回線，

無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の専

用通信回線に接続し，輻輳等による制限を受けることなく常時使用

可能な設計とする。 

これらの通信連絡設備については，非常用所内電源系統（無停電

電源を含む。）に接続することにより，外部電源が期待できない場
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合でも動作可能な設計とする。 

再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事

業所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うため

に必要な設備（代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）か

らの給電を可能とした設備）として，代替通信連絡設備を設ける設

計とする。 
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(ⅹ) 通信連絡設備 

    通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備，所内データ伝送設

備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備から構成する。 

    再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，制御室

等から再処理事業所内の各所の者への必要な操作，作業又は退避の指

示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声等に

より行うことができる設備として，ページング装置（警報装置を含む。），

所内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリの通信

方式の多様性を確保した所内通信連絡設備を設ける設計とする。また，

緊急時対策所へ事故状態等の把握に必要なデータを伝送できる所内デ

ータ伝送設備として，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理用計算

機，環境中継サーバ及び総合防災盤を設ける設計とする。 

    警報装置，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備については，

非常用所内電源系統又は無停電電源（蓄電池を含む。）に接続し，外

部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

    再処理事業所には，設計基準事故が発生した場合において，国，地

方公共団体，その他関係機関等の必要箇所へ事故に係る通信連絡を音

声等により行うことができる設備として，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力

防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリの所外通信連絡設備を設ける設計とす

る。また，再処理事業所内から事業所外の緊急時対策支援システム（Ｅ

ＲＳＳ）へ必要なデータを伝送できる所外データ伝送設備として，デ

ータ伝送設備を設ける設計とする。 

    所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，有線回線，
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無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の専用

通信回線に接続し，輻輳等による制限を受けることなく常時使用でき

る設計とする。 

    所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備については，無停電電源

に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

    所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話は，廃棄物管

理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びフ

ァクシミリは，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    共用する所内通信連絡設備及び所外通信連絡設備は，共用によって

再処理施設の安全性を損なわない。 

    制御室等は，「ヘ．（４）その他の主要な事項」に，非常用所内電源

系統は，「リ．（１）（ⅰ）電気設備」に，緊急時対策所は，「リ．（４）

（ⅸ）緊急時対策所」に記載する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連

絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び

代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

    通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通

信連絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラ

メータを再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連
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絡設備，所内データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

代替通話系統を設置する。 

    緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「ヘ．（４）（ⅰ）（ａ）計測制御装置」の情報把握計装設

備の一部を設置する。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）

を配備する。 

    緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「ヘ．（４）（ⅰ）（ａ）計測制御装置」の一部，「チ．（２）（ⅱ）

放射線監視設備」の一部及び「チ．（２）（ⅲ）環境管理設備」の一部を配備

する。 

    設計基準対象の施設と兼用する所内連絡設備のページング装置，所

内携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重

大事故等対処設備として位置付ける。 

    また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセ

スデータ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合

防災盤を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 
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    代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋に設置し，可

搬型通話装置を接続して使用可能な設計とする。 

    可搬型通話装置は，制御建屋及び外部保管エリアに保管する設計と

する。 

    可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型

衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，使用済燃

料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対策建屋及び外部保管エリア

に保管する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，

ハンドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ

施設及び貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続

することにより，屋内で使用できる設計とする。 

    可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型

衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で

動作可能な設計とする。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬

型トランシーバ（屋内用）は，電源設備の一部又は緊急時対策所の電

源設備の一部から受電し，動作可能な設計とする。 

    乾電池を用いるものについては７日間以上継続して通話ができる設

計とする。また，充電池を用いるものについては，「リ．（１）（ⅰ）（ｂ）（ロ）１）

代替電源設備」の一部又は「リ．（４）（ⅸ）（ｇ）緊急時対策建屋電源設備」の

一部にて充電，又は受電することで７日間以上継続して通話ができる

設計とする。 
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    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラ

メータを再処理事業所外の必要な場所で共有するために，所外通信連

絡設備，所外データ伝送設備及び代替通信連絡設備を設ける設計とす

る。 

    重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を配備する。 

    設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般

携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

    設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設

備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

    データ伝送設備は，緊急時対策建屋に設ける設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）は，緊急時対策建屋及び外部保管エリア

に保管する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋外用）は，制御建屋及び外部保管エリアに保管

する設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備

し，屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用でき

る設計とする。 
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    統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，

緊急時対策建屋に設ける設計とする。 

    統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及び

データ伝送設備は，緊急時対策所の電源設備の一部から受電し，動作

可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋内用）は，緊急時対策所の電源設備（緊急時対

策所）の一部から受電し，動作可能な設計とする。 

    可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な

設計とする。 

    代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話

（屋外用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

    通信連絡設備及び代替通信連絡設備の一覧を以下に示す。 

   (ａ) 所内通信連絡設備 

     ・ページング装置（警報装置を含む。） 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）１式 

  ・所内携帯電話 

（廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用）１式 

  ・専用回線電話                 １式 

     ・一般加入電話                 １式 

  ・ファクシミリ                 １式 
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   (ｂ) 所内データ伝送設備 

  ・プロセスデータ伝送サーバ           １式 

  ・放射線管理用計算機              １式 

  ・環境中継サーバ                １式 

  ・総合防災盤                  １式 

 

   (ｃ) 所外通信連絡設備 

     ・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  ・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  ・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

  ・一般加入電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  ・一般携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  ・衛星携帯電話（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

  ・ファクシミリ（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

 

(ｄ) 所外データ伝送設備 

     ・データ伝送設備                １式 

 

(ｅ) 代替通信連絡設備 

   (イ) 常設重大事故等対処設備 

・代替通話系統                 １式 
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     ・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と

兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）       １式 

     ・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施

設と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）     １式 

     ・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象

の施設と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）   １式 

     ・データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用）  １式 

   (ロ) 可搬型重大事故等対処設備 

     ・可搬型通話装置                １式 

     ・可搬型衛星電話（屋内用） 

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

     ・可搬型トランシーバ（屋内用）         １式 

     ・可搬型衛星電話（屋外用） 

      （ＭＯＸ燃料加工施設と共用）         １式 

     ・可搬型トランシーバ（屋外用）         １式 
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1.9.47 通信連絡を行うために必要な設備 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合において当

該再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を

行うために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈） 

１ 第４７条に規定する「再処理施設の内外の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる

措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）

からの給電を可能とすること。 

 

適合のための設計方針 

再処理事業所には，重大事故等が発生した場合において再処理事業

所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備（代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給電

を可能とした設備）を設ける設計とする。 

添付書類六の下記項目参照 

1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計 

9.17 通信連絡設備 

添付書類八の下記項目参照 

  5. 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な 

措置を実施するために必要な技術的能力 
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9.17.2 重大事故等対処設備 

9.17.2.1 概  要 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために，通信連絡設備及び代替通信連

絡設備を設ける設計とする。 

通信連絡設備は，所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連

絡設備及び所外データ伝送設備で構成する。 

代替通信連絡設備の一部は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

通信連絡設備及び代替通信連絡設備の系統概要図を第9.17.2－1図及び

第9.17.2－2図に示す。 
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9.17.2.2 設計方針 

 (１) 通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うため，及び計測等を行ったパラメ

ータを再処理事業所内の必要な場所で共有するために，所内通信連絡設

備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び

代替通信連絡設備を設ける設計とする。 

所内通信連絡設備として，ページング装置，所内携帯電話，専用回線

電話，一般加入電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

所内データ伝送設備として，プロセスデータ伝送サーバ，放射線管理

用計算機，環境中継サーバ及び総合防災盤を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備として，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワーク

ＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，専用回線電話及びフ

ァクシミリを設ける設計とする。 

所外データ伝送設備として，データ伝送サーバを設ける設計とする。 

代替通信連絡設備として，代替通信系統，可搬型通話装置，可搬型衛

星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋

外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用），統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備を設ける設計と

する。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備は，有線回線，無線回線又

は衛星回線による通信回線の多様性を確保した専用通信回線に接続す

ることで，輻輳等による制限を受けることのない設計とする。 
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代替通信連絡設備は，代替電源設備（充電池含む。）からの給電が可

能な設計とする。 

 

 (２) 多様性，位置的分散 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(１) 多様性，位置的分散，悪影響防止等」の「ａ．多様性，位置的

分散」に示す。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一般加

入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因によ

って同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，「9.16.2.3 主要

設備の仕様」の緊急時対策建屋用発電機からの給電により使用すること

で，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，所外通信連絡設備のうち一

般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと共通要因

によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線，無

線回線又は衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信回

線に接続することで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，所内通信連絡設備のうちペ

ージング装置及び所内携帯電話と共通要因によって同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，当該設備と異なる系統構成で使用するこ

とにより，独立性を有する設計とする。 
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所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備は，竜巻，落雷，火山の影

響及び航空機落下に対して，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星

電話（屋外用），可搬型トランシーバ（屋外用）による対策を講ずるこ

とができる設計とする。 

所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備は，竜巻，落雷，火山の影

響及び航空機落下に対して，代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話

（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）による対策を講ずることができ

る設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備及び所内データ伝送設備

と共通要因によって同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

「9.2.2.3 主要設備の仕様」の制御建屋可搬型発電機並びに使用済燃

料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機，「9.16.2.3 主要設備の仕

様」の緊急時対策建屋用発電機，充電池又は乾電池からの給電により使

用することで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び

可搬型トランシーバ（屋外用）は，所内通信連絡設備，所内データ伝送

設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備と共通要因によって同

時にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線，無線回線又は

衛星回線による通信方式の多様性を確保した構成の通信回線に接続す

ることで，通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電
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話（屋外用）は，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備又は代替通

信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防

災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議シ

ステム及びデータ伝送設備と共通要因によって同時にその機能が損な

われるおそれがないよう，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策

建屋用発電機又は充電池からの給電により使用することで，電源設備に

対して多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建

屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御

建屋，緊急時対策建屋又は外部保管エリア内の，所内通信連絡設備，所

内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備と同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう，前処理建屋，分離建屋，精製

建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建

屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，ユーティリティ建屋，低レベル廃棄

物処理建屋，制御建屋又は緊急時対策建屋と異なる場所に保管すること

で，位置的分散を図る設計とする。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して代替通信

連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トラン

シーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ

（屋外用）は，当該設備がその機能を代替する所内通信連絡設備，所内

データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外データ伝送設備から100m以

上の離隔距離を確保した上で保管する設計とする。 
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 (３) 悪影響防止 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(１) 多様性，位置的分散，悪影響防止等」の「ｂ．悪影響防止」に

示す。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，重大事故等発生前（通常時）

の隔離された状態から可搬型通話装置の接続により重大事故等対処設

備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない

設計とする。  

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム及びデータ伝送設備は，安全機能を有する施設として使

用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用すること

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

 (４) 容量等 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(２) 個数及び容量等」に示す。 

代替通話系統は，複数のアクセスルートで使用できるよう２系統を複

数のアクセスルートに確保する。 

代替通信連絡設備のうちデータ伝送設備は，計測等を行ったパラメー

タを再処理事業所外の必要な場所に必要なデータ量を伝送することが

できる設計とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワー
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クＴＶ会議システムは，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重

大事故等対処に同時に対処するために必要となる個数として，統合原子

力防災ネットワークＩＰ電話は１台，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸは１台，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは１台

を有する設計とする。統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子

力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システムは，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事

故等対処の際同一のものを使用する設計とする。 

可搬型通話装置の保有数は，必要数として120台，予備として故障時

のバックアップを120台の合計240台を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有

数は，必要数として13台，予備として故障時のバックアップを13台の合

計26台を確保する。 

可搬型トランシーバ（屋内用）の保有数は，必要数として８台，予備

として故障時のバックアップを８台の合計16台を確保する。 

再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有

数は，必要数として29台，予備として故障時のバックアップを29台の合

計58台を確保する。 

可搬型トランシーバ（屋外用）の保有数は，必要数として39台，予備

として故障時のバックアップを39台の合計78台を確保する。 

再処理事業所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保

有数は，必要数として３台，予備として故障時のバックアップを３台の

合計６台を確保する。 

再処理事業所外への通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保

有数は，必要数として１台，予備として故障時のバックアップを１台の

18



合計２台を確保する。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システムは，「9.16.2 重大事故等対処設備」の緊急時対策

所で同時に要求される複数の機能に必要な個数として１台を有する設

計とし，兼用できる設計とする。 

所内データ伝送設備及び所外データ伝送設備は，安全機能を有する施

設の仕様が，計測等を行ったパラメータを再処理事業所外の必要な場所

に必要なデータ量を伝送できる設計とするため，安全機能を有する施設

としてのデータ容量と同仕様の設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電

話（屋外用）は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故

等対処に同時に対処するために必要となる個数として，可搬型衛星電話

（屋内用）は６台，可搬型衛星電話（屋外用）は２台を有する設計とす

る。可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処

理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際同一のも

のを使用する設計とする。 

 

 (５) 環境条件等 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」

の「(３) 環境条件等」の「ａ．環境条件」に示す。 

所内通信連絡設備のうち専用回線電話，一般加入電話及びファクシミ

リ，所内データ伝送設備並びに代替通信連絡設備のうち代替通話系統，

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ
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伝送設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前処理建屋，分離

建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガ

ラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋及び緊急時対策

所に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災

ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，「1.7.18  重大

事故等対処設備に関する設計」の「(５) 地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備及び所外

データ伝送設備は，構内接地網と連接した避雷設備を有する前処理建屋，

分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃

液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，ユーティリティ建屋，

低レベル廃棄物処理建屋，制御建屋，緊急時対策建屋に設置する設計と

することにより機能を損なわない設計とする。また，所内データ伝送設

備及び所外データ伝送設備は，光通信を用いることにより雷サージによ

る影響を受けない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止できる前

処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，

高レベル廃液ガラス固化建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，

緊急時対策所及び外部保管エリアに保管し，風（台風）等により機能を

損なわない設計とする。 
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代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシ

ーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，火山の影響に対して除灰する手順を整備する。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型

トランシーバ（屋外用）は，「1.7.18  重大事故等対処設備に関する設

計」の「(５) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備，所内データ伝送設備，所外通信連絡設備，所外デ

ータ伝送設備及び代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム及びデータ伝送設備は，想定される重

大事故等が発生した場合においても操作に支障がないように，線量率の

高くなるおそれの少ない場所の選定又は遮蔽設備を有する中央制御室，

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに緊急時対策所で

操作可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置は，想定される重大事故等が

発生した場合においても代替通話系統との接続に支障がないように，線

量率の高くなるおそれの少ない設置場所の選定により，当該設備の代替

通話系統との接続が可能な設計とする。 

 

 (６) 操作性の確保 

基本方針については，「1.7.18  重大事故等対処設備に関する設計」

の「 (４) 環境条件等」の「ａ．操作性の確保」に示す。 

代替通信連絡設備のうち代替通話系統は，可搬型通話装置を接続して
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使用する設備であり，当該設備同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統

一することにより，現場での接続が可能な設計とする。  

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラン

シーバ（屋内用）における機器同士の接続は，簡便なコネクタ接続に統

一することにより，現場での接続が可能な設計とする。 
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9.17.2.3 主要設備の仕様 

通信連絡を行うために必要な設備の仕様を第9.17.2－１表，第9.17.2－

２表及び第9.17.2－３表に示す。 
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9.17.2.4 系統構成及び主要設備 

 (１) 再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，代

替通話系統を設置する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設

備の一部を設置する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可

搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内

用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を

配備する。 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送す

るための設備として，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設

備の一部及び「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一

部及び代替気象観測設備の一部を配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所内連絡設備のページング装置，所内

携帯電話，専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを常設重大事

故等対処設備として位置付ける。 

また，設計基準対象の施設と兼用する所内データ伝送設備のプロセス

データ伝送サーバ，放射線管理用計算機，環境中継サーバ及び総合防災

盤を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替通話系統は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルト

ニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内において，必要
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な連絡を行う際に使用するものであり，屋内にあらかじめ敷設してある

ケーブル，接続盤及び接続盤内の接続口で構成される系統である。 

代替通話系統は，常設重大事故等対処設備として前処理建屋，分離建

屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガ

ラス固化建屋に２系統設け，可搬型通話装置を接続して使用可能な設備

である。 

可搬型通話装置は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プル

トニウム混合脱硝建屋及び高レベル廃液ガラス固化建屋内で必要な連

絡を行う際に使用するものであり，可搬型通話装置の端末を代替通話系

統に接続することで，代替通話系統を通じて可搬型通話装置の端末間で

通信連絡を行うことができる設備である。 

可搬型通話装置は，可搬型重大事故等対処設備として制御建屋及び外

部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，中央制御室，

緊急時対策所，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室並びに屋

外間で連絡を行う際に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用

いて通信連絡を行う設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，可搬型重大事

故等対処設備として使用済燃料受入れ・貯蔵建屋，制御建屋，緊急時対

策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）は，ハ

ンドセットを中央制御室，緊急時対策所並びに使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の制御室に配備し，屋外に配備したアンテナと接続するこ
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とにより，屋内で使用できる設備である。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛

星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池で動作

可能な設備である。さらに，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トラ

ンシーバ（屋内用）は，「9.2.2.3 主要設備の仕様」の制御建屋可搬型

発電機並びに使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機又は

「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，

動作可能な設備である。 

乾電池を用いる設備は，７日間以上継続して通話が可能な設備である。

また，充電池を用いる設備は，「9.2.2.3 主要設備の仕様」の制御建屋

可搬型発電機又は「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策建屋用発

電機にて充電，又は受電することで７日間以上継続して通話が可能な設

備である。 

再処理事業所内の通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等対

処設備として以下の所内通信連絡設備，所内データ伝送設備及び代替通

信連絡設備で構成する。 

 

 ａ．所内通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・ページング装置（設計基準対象の施設と兼用） 

・所内携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・専用回線電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 
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 ｂ．所内データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・プロセスデータ伝送サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

・放射線管理用計算機（設計基準対象の施設と兼用） 

・環境中継サーバ（設計基準対象の施設と兼用） 

・総合防災盤（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・代替通話系統 

 (ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型通話装置 

・可搬型衛星電話（屋内用） 

・可搬型トランシーバ（屋内用） 

・可搬型衛星電話（屋外用） 

・可搬型トランシーバ（屋外用） 

 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必

要なパラメータを再処理事業所内の必要な場所で共有するための通信

設備として，「(１) ａ．所内通信連絡設備」，「(１) ｂ．所内データ伝送

設備」及び「(１) ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一

部及び「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一部並び

に代替気象観測設備の一部が設置されるまでは，代替通話系統，可搬型

通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を使用す

27



 

る。 

「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一部及び

「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一部並びに代替

気象観測設備の一部が設置された後は，計測等を行った重大事故等の対

処に必要なパラメータを「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計

装設備の一部及び「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備

の一部並び代替気象観測設備の一部にて共有する。 

 

 (２) 再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，可

搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯

電話，衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備として

位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所外データ伝送設備のデータ伝送設

備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，専用

回線を介して再処理事業所外へ通信連絡を行うために使用するもので

あり，常設重大事故等対処設備として緊急時対策建屋に設置する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うため

に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う
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設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，可搬型重大事故等対処設備として，緊

急時対策建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うため

に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡を行う

設備である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，可搬型重大事故等対処設備として，制

御建屋及び外部保管エリアに保管する。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策所に配備し，

屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用可能な設備

である。 

データ伝送設備は，再処理事業所外の緊急時対策支援システム（ＥＲ

ＳＳ）へ必要なデータを伝送するための設備であり，常設重大事故等対

処設備として緊急時対策建屋に設置する。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及びデー

タ伝送設備は，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急時対策建屋用発電

機から受電することにより動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，「9.16.2.3 主要設備の仕様」の緊急

時対策建屋用発電機から受電することにより動作可能な設備である。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な設

備である。 

再処理事業所外への通信連絡を行うために必要な設備は，重大事故等

対処設備として以下の所外通信連絡設備，所外データ伝送設備及び代替

通信連絡設備で構成する。 
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再処理事業所外への通信設備のうち，統合原子力防災ネットワークＩ

Ｐ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネ

ットワークＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛

星電話（屋外用）は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 

 ａ．所外通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と

兼用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施

設と兼用） 

・一般加入電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・一般携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・衛星携帯電話（設計基準対象の施設と兼用） 

・ファクシミリ（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｂ．所外データ伝送設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 ｃ．代替通信連絡設備 

 (ａ) 常設重大事故等対処設備 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（設計基準対象の施設と兼用）

（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

・統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（設計基準対象の施設と

兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（設計基準対象の施
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設と兼用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

   ・データ伝送設備（設計基準対象の施設と兼用） 

 (b) 可搬型重大事故等対処設備 

・可搬型衛星電話（屋内用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

・可搬型衛星電話（屋外用）（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

 

重大事故等が発生した場合に，計測等を行った重大事故等の対処に必

要なパラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有する通信設備と

して，「(２)ａ．所外通信連絡設備」，「(２)ｂ．所外データ伝送設備」及び

「(２)ｃ．代替通信連絡設備」を使用する。 

具体的には，「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一

部及び「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一部並び

に代替気象観測設備の一部が設置されるまでは，可搬型衛星電話（屋内

用）及び可搬型衛星電話（屋外用）を使用する。 

「6.2.5.3 主要設備及び仕様」の情報把握計装設備の一部及び

「8.2.3 主要設備の仕様」の代替モニタリング設備の一部並びに代替

気象観測設備の一部が設置された後は，計測等を行った重大事故等の対

処に必要なパラメータをデータ伝送設備にて送信し，共有する。 
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9.17.2.5 試験検査 

基本方針については，「1.7.18 重大事故等対処設備に関する設計」の

「(４) 操作性及び試験・検査性」の「ｂ．試験・検査性」に示す。 

代替通信連絡設備は，再処理事業所の運転中又は停止中に，機能，性能

及び外観の確認が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トラ

ンシーバ（屋外用）は，保管数量及び保管状態を定期的に確認する。 

乾電池を用いるものについては，定期的に乾電池を交換する。充電池を

用いるものについては，定期的に充電を行う。 
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第 9.17.2-１表(1) 通信連絡設備の一覧 

設備名称 主要設備 設置又は保管場所 駆動電源 通信回線 個数 

通信連絡設備 

所内通信連絡設備 

ページング装置 

前処理建屋 
分離建屋 
精製建屋 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 
高レベル廃液ガラス固化建屋 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

ユーティリティ建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 

非常用所内電源 

無停電交流電源 

蓄電池 
有線 9 

所内携帯電話 
ユーティリティ建屋 

低レベル廃棄物処理建屋 
制御建屋 

蓄電池 無線 3 

専用回線電話 
使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 

制御建屋 
緊急時対策建屋 

充電池 有線 3 

一般加入電話 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

通信事業者回線

から給電 有線 2 

ファクシミリ 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 無停電交流電源 有線 2 

所内データ伝送設備 

プロセスデータ伝送サーバ 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 

放射線管理用計算機 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 

環境中継サーバ 緊急時対策建屋 無停電交流電源 有線，無線 1 

総合防災盤 制御建屋 無停電交流電源 有線 1 
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第 9.17.2-１表(2) 通信連絡設備の一覧 

設備名称 主要設備 設置場所 駆動電源 通信回線 個数 

通信連絡設備 
所外通信連絡設備 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

一般加入電話 
制御建屋 

緊急時対策建屋 

通信事業者回線

から給電 

有線 

（通信事業者回線） 
6 

一般携帯電話 緊急時対策建屋 充電池 
無線 

（通信事業者回線） 
2 

衛星携帯電話 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
無停電交流電源 

衛星 

（通信事業者回線） 
24 

ファクシミリ 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
無停電交流電源 

有線 

（通信事業者回線） 
2 

所外データ伝送設備 データ伝送設備 緊急時対策建屋 無停電交流電源 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 
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第 9.17.2-２表 代替通信連絡設備の一覧 
設備名称 主要設備 設置又は保管場所 通信場所 駆動電源 通信回線 個数(2） 

代替通信

連絡設備 

代替通話系統 

前処理建屋 
分離建屋 
精製建屋 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 
高レベル廃液ガラス固化建屋 

再処理事業所内 － 有線 2 系統 

可搬型通話装置 制御建屋 
外部保管エリア 再処理事業所内 乾電池 有線 240 

可搬型衛星電話（屋内用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 

充電池 
緊急時対策建屋用発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機 
制御建屋可搬型発電機 

衛星 
（通信事業者回線） 26 

可搬型トランシーバ（屋内用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 

充電池 
緊急時対策建屋用発電機 

使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機 
制御建屋可搬型発電機 

無線 16 

可搬型衛星電話（屋外用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 充電池 衛星 
（通信事業者回線） 58 

可搬型トランシーバ（屋外用） 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 
制御建屋 

緊急時対策建屋 
外部保管エリア 

再処理事業所内 充電池 無線 78 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム(1) 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

可搬型衛星電話（屋内用）(1) 緊急時対策建屋 

外部保管エリア 
再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 

衛星 

（通信事業者回線） 
6 

可搬型衛星電話（屋外用）(1) 制御建屋 

外部保管エリア 
再処理事業所外 充電池 

衛星 

（通信事業者回線） 
2 

データ伝送設備 緊急時対策建屋 再処理事業所外 緊急時対策建屋用発電機 
有線，衛星 

（通信事業者回線） 
1 

注記 (1)の設備は，ＭＯＸ燃料加工施設と共用する。 
(2)の個数は，故障時バックアップを含む。  
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第 9.17.2－３表 通信連絡設備及び代替通信連絡設備の主要機

器仕様 

 ( １ ) 通信連絡設備 

 ａ．所内通信連絡設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) ページング装置(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 

 

 ( ｂ ) 所内携帯電話(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  無線 

 

 ( ｃ ) 専用回線電話(設計基準対象の施設と兼用)  

通信回線  有線 

 

 ( ｄ ) 一般加入電話(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 

 

 ( ｅ ) ファクシミリ(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 

 

 ｂ．所内データ伝送設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) プロセスデータ伝送サーバ(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 
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 ( ｂ ) 放射線管理用計算機(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 

 

 ( ｃ ) 環境中継サーバ (設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線，無線 

 

 ( ｄ ) 総合防災盤(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線 

 

 ｃ．所外通信連絡設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 (設計基準対象の

施設と兼用) 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｂ ) 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ (設計基準対

象の施設と兼用)  

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｃ ) 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム (設計基

準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｄ ) 一般加入電話(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線（通信事業者回線） 
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 ( ｅ ) 一般携帯電話(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  無線（通信事業者回線） 

 

 ( ｆ ) 衛星携帯電話(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｇ ) ファクシミリ(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線（通信事業者回線） 

 

 ｄ．所外データ伝送設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) データ伝送設備(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ２ ) 代替通信連絡設備 

   ［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) 代替通話系統 

通信回線  有線 

 

 ( ｂ ) 統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 (設計基準対象の

施設と兼用)（ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｃ ) 統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ (設計基準対
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象の施設と兼用) （ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｄ ) 統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム (設計基

準対象の施設と兼用) （ＭＯＸ燃料加工施設と共用） 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

 ( ｅ ) データ伝送設備(設計基準対象の施設と兼用) 

通信回線  有線，衛星（通信事業者回線） 

 

   ［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ( ｆ ) 可搬型通話装置 

通信回線  有線 

台   数   240 台（予備として故障時のバックアップを

120 台）  

 

 ( ｇ ) 可搬型衛星電話（屋内用） ※ １（ＭＯＸ燃料加工施設と共

用） 

通信回線  衛星（通信事業者回線） 

台   数   32 台（予備として故障時のバックアップを

16 台） 

※１ 可搬型衛星電話（屋内用）のうち，６台をＭＯＸ燃 

料加工施設と共用する。 

 

 ( ｈ ) 可搬型トランシーバ（屋内用） 
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通信回線  無線 

台   数   16 台（予備として故障時のバックアップを

８台） 

 

 ( ｉ ) 可搬型衛星電話（屋外用） ※ ２（ＭＯＸ燃料加工施設と共

用） 

通信回線  衛星（通信事業者回線） 

台   数   60 台（予備として故障時のバックアップを

30 台） 

※２ 可搬型衛星電話（屋外用）のうち，２台をＭＯＸ燃 

料加工施設と共用する。 

 

 ( ｊ ) 可搬型トランシーバ（屋外用） 

通信回線  無線 

台   数   78 台（予備として故障時のバックアップを

39 台） 

 

 ( ３ ) 情報把握計装設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) 情報把握計装設備用屋内伝送系統 ※ ３  

 ( ｂ ) 情報把握計装設備無線装置 ※ ３  

 

［可搬型重大事故等対処設備］  

 ( ｃ ) 前処理建屋可搬型情報収集装置 ※ ３  

 ( ｄ ) 分離建屋可搬型情報収集装置 ※ ３  
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 ( ｅ ) 精製建屋可搬型情報収集装置 ※ ３  

 ( ｆ ) ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型情報収集装置 

※ ３  

 ( ｇ ) 高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型情報収集装置 ※ ３  

 ( ｈ ) 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋可搬型情報収集装置 ※ ３  

 ( ｉ ) 第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 ※ ３  

 ( ｊ ) 第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置 ※ ３  

   ※３  「6.2.5.3 主要設備及び仕様」と兼用 

 

 ( ４ ) 代替モニタリング設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) 可搬型排気モニタリングデータ伝送装置 ※ ４  

 ( ｂ ) 可搬型環境モニタリングデータ伝送装置 ※ ４  

   ※４  「8.2.3 主要設備の仕様」と兼用 

 

 ( ５ ) 代替気象観測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

 ( ａ ) 可搬型気象観測用データ伝送装置 ※ ５  

   ※５  「8.2.3 主要設備の仕様」と兼用 
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第 9.17.2－１図 通信連絡設備の系統概要図 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 緊急時対策建屋

再処理事業所外再処理事業所

　【凡例】

：通信の流れ

：データの流れ

※1：国の緊急時対策支援システム

再処理事業所内 再処理事業所外

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

一般加入電話

衛星携帯電話

ファクシミリ

環境中継サーバ

一般携帯電話

データ伝送設備

統合原子力防災ネットワー
ク（ＩＰ電話，ＩＰ－ＦＡＸ，ＴＶ

会議システム）

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

一般加入電話

衛星携帯電話

ファクシミリ

プロセスデータ伝送サーバ

総合防災盤

放射線管理用計算機

ページング装置

所内携帯電話

専用回線電話

ページング装置

所内携帯電話

その他関係個所

自治体（青森県等）

データセンター

（ERSS※1原子力
規制委員会）

緊急時対応センター
（原子力規制委員会）

オフサイトセンター

一般加入電話

ファクシミリ

制御建屋

現場（屋内及び屋外）
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再処理施設

　【凡例】

再処理事業所内 再処理事業所外

通
信
事
業
者
回
線

（衛
星
無
線
通
信
回
線
）

（衛
星
系
）

通
信
事
業
者
回
線

（統
合
原
子
力
防
災

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

（衛
星
系
）

通
信
事
業
者
回
線

（統
合
原
子
力
防
災

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

（有
線
系
）

制御建屋

可搬型

通話装置

可搬型衛星電話

（屋内用）

緊急時対策建屋

統合原子力防災ネットワーク

に接続する通信連絡設備

ＩＰ電話

ＩＰ－ＦＡＸ

ＴＶ会議システム

可搬型衛星電話

（屋内用）

現場（屋外）

現場（屋内）

可搬型

通話装置

可搬型衛星電話

（屋外用）

可搬型トランシーバ

（屋外用）

可搬型トランシーバ

（屋内用）

可搬型トランシーバ

（屋内用）

データ伝送設備情報収集装置

情報表示装置

可搬型情報収集装置

可搬型情報収集装置

可搬型情報表示装置

可搬型データ

伝送装置

可搬型データ表示装置

有線回線

衛星回線

無線回線

通信・データ

の流れ

可搬型トランシーバ

（屋内用）

可搬型トランシーバ

（屋内用）

可搬型衛星電話

（屋内用）

可搬型衛星電話

（屋外用）

使用済燃料受入れ・

貯蔵建屋

可搬型トランシーバ

（屋内用）

可搬型衛星電話

（屋内用）

可搬型衛星電話

（屋内用）

可搬型トランシーバ

（屋内用）

可搬型衛星電話

（屋内用）

代替通話系統

可搬型情報表示装置

 

第 9.17.2－２図 代替通信連絡設備の系統概要図 
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第9.17.2－３図 代替通信連絡設備の機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上１階）

代替通信連絡設備
保管場所
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第9.17.2－４図 代替通信連絡設備の機器配置図（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上２階）

代替通信連絡設備
保管場所
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前処理建屋 分離建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

約87ｍ

約
6
9ｍ

使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋

Ｎ

第9.17.2－５図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地下４階）

代替通信連絡設備
可搬型通話装置接続箇所

接続箇所

①

①

①

①

①
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前処理建屋 分離建屋

高レベル廃液
ガラス固化建屋

約87ｍ

約
6
9ｍ

使用済燃料
受入れ・貯蔵建屋

Ｎ

第9.17.2－６図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地下３階）

代替通信連絡設備
可搬型通話装置接続箇所

①
①

①

①

接続箇所

①
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前処理建屋 分離建屋

高レベル廃液
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第9.17.2－７図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地下１階）
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第9.17.2－８図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地上１階）
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第9.17.2－９図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地上２階）
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第9.17.2－10図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地上３階）
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第9.17.2－11図 代替通信連絡設備の機器配置図（前処理建屋 地上４階）
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第9.17.2－12図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地下２階）
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第9.17.2－13図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地下１階）
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第9.17.2－14図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地上１階）
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第9.17.2－15図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地上２階）
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第9.17.2－16図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地上３階）
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第9.17.2－17図 代替通信連絡設備の機器配置図（分離建屋 地上４階）
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第9.17.2－18図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地下２階）
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第9.17.2－19図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地下１階）
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第9.17.2－20図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地上１階）
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T.M.S.L.約+60,500

第9.17.2－21図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地上２階）
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第9.17.2－22図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地上３階）
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第9.17.2－23図 代替通信連絡設備の機器配置図（精製建屋 地上４階）
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第9.17.2－24図 代替通信連絡設備の機器配置図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下２階）
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第9.17.2－25図 代替通信連絡設備の機器配置図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下１階）
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第9.17.2－26図 代替通信連絡設備の機器配置図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上１階）
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可搬型通話装置接続箇所

接続箇所

①

T.M.S.L.約55,500

67

核不拡散の観点から公開できません。



第9.17.2－27図 代替通信連絡設備の機器配置図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上２階）
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第9.17.2－28図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地下４階）
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第9.17.2－29図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地下３階）
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第9.17.2－30図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地下２階）
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第9.17.2－31図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地下１階）
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第9.17.2－32図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地上１階）
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第9.17.2－33図 代替通信連絡設備の機器配置図（高レベル廃液ガラス固化建屋 地上２階）
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第9.17.2－36図　代替通信連絡設備の機器配置図（緊急時対策建屋　地下１階）
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